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(注）金額・％の合計は、端数整理により必ずしも一致しないことがあります。

農林水産業費

635
(9.1)

公債費
729
(10.4) 土木費

925
(13.2)

民生費
1,070

(15.3)

総務費
704
(10.1)

商工費
422
(6.0)

諸支出金
280
(4.0)

警察費
315
(4.5)

予備費
2

(0.0)

議会費
14

(0.2)
災害復旧費

33
(0.5)労働費

78
(1.1)

衛生費
248
(3.5)

教育費
1,533

(21.9)

１　歳出の状況（目的別）

○　県のお金は何に使われているの？

○　平成25年度一般会計予算における歳出6,988億円のうち、最も額が大き
　いのは教育費(　　　)1,533億円で､全体の21.9％を占めています。

○　以下、民生費(　　　)1,070億円で15.3%、土木費(　　　)925億円で
　13.2%､公債費(　　　)729億円で10.4%、などとなっています。

平成25年度
歳出予算

6,988億円

○ 生活保護費
○ 後期高齢者医療
　 負担金
○ 介護保険負担金
○ 国保負担金
○ 保育所運営補助
　　　　　　　など

○ 道路、河川、港湾、
    公園、空港の整備
　                   など

○ 農業ダム･
    貯水池の
    整備
○ 農地改良
○ 漁港の整備
　       　など

○ 借入金の
    元金･利子
    の支払い
       　 など

○ 市町村立小･中
    学校教職員の
　 給与
○ 県立学校教職員
    の給与
○ 県立学校校舎の
　 改築
　　　　　    など

（単位：億円、％）
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(注）金額・％の合計は、端数整理により必ずしも一致しないことがあります。

２　歳出の状況（性質別）

○　使いみちを経済的な性質からみると…

○　歳出を性質別にみると、義務的経費（　　　）で2,882億円と、全体の
　41.2%を占めています。

○　投資的経費（　　　）は1,712億円で24.5％、その他の経費（ 　　　）
　は2,395億円で34.3%となっています。

投資及び出資金
1(0.0)

予備費  2 (0.0)繰出金
17
(0.2)

積立金 22
(0.3)

維持補修費
28 (0.4)

貸付金
114
(1.6)

物件費
492
(7.0)

単独事業
163
(2.3)

人件費
1,899

(27.2)

公債費
729
(10.4)

扶助費
254
(3.6)補助事業

1,549
(22.2)

補助費等
1,718
(24.6) 平成25年度

歳出予算
6,988億円

○ 教職員の
    給与
○ 警察職員の
    給与
○ 行政職員の
    給与
　　　　 など

○ 後期高齢者医療
　 負担金
○ 国保負担金
○ 県立病院繰出金
○ 産業振興、雇用
　 創出のための
　 補助事業
　　　　　など

○ 生活保護費
○ 障害者自立支援医療費
○ 難病疾患の医療費負担
　　　　　　　　　など

○ 国からの補助を受けて実施する
　 建設事業、災害復旧事業　　など

○ 借入金の
　 元金･利子
    の支払い○ 県独自の

    経費で実
    施する
    建設事業,
    災害復旧
    事業
           など

（単位：億円、％）

- 2 -



(注）金額・％の合計は、端数整理により必ずしも一致しないことがあります。

3  歳入の状況

○　どんなお金が入ってくるの？

○　県税などの自主財源（　　　）は 1,795億円で25.7％しかなく、全体の
　74.3％を地方交付税などの依存財源（　　　）で占めています。

※　また、国全体で地方交付税の財源が足りず、財源不足の穴埋めに県が借金
　をしています（臨時財政対策債）。ただし、その元金・利子は、来年度以降
　の交付税で全額補てんされることになっています。

県税
891
(12.8)

県債
699
(10.0)

国庫支出金
2,291
(32.8)

地方交付税
2,024
(29.0)

譲与税・
特例交付金など

179 (2.6)

地方消費税
清算金

216
(3.1)

（うち臨時財政対策債）
445 (6.4)

平成25年度
歳入予算

6,988億円

【自主財源】
1,795
(25.7)

使用料･手数料
財産収入など

129
(1.8)

基金から
の繰入金

など
351
(5.0)

貸付金の
回収など

208
(3.0)

※

（単位：億円、％）

【依存財源】
5,194
(74.3)
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※ 予算額1,000億円 ＝ 家計100万円

① 給料 年額 ① 食費 年額

（県税、財産収入 （人件費）

    使用料･手数料など） 円 円

② 借金の返済 年額

② ボーナス 年額 （公債費）

（地方交付税、 円

　　譲与税など） 円 ③ 医療･介護保険料 年額

（扶助費）

③ 親からの仕送り 年額 円

（国庫支出金）

円

④ 貯金取崩し 年額 ④ 教育費・子ども 年額

（繰入金） へ仕送り

円 （補助、繰出金など） 円

⑤ 銀行借入れ 年額 ⑤ 光熱水費・通信費 年額

（県債） （物件費）

円

・うちボーナス不足分 ⑥ 家・車・電化製品 年額

の買替、修理など

（投資的経費、維持補修費など）

借金（県債） 686万円43万円貯金（主要３基金）

49万円

174万円

70万円

年額

(45万円)

188万円

190万円

73万円

25万円

699万円

40,930

収入 支出

145万円

699万円年額

220万円

35万円

229万円

120,400

1,101,000

190,900

29,200

158,300

60,700

21,037

144,700

4  沖縄家の家計簿（平成25年度）

○　本県財政を家計にたとえると？

○　平成25年度末　貯金と借金の残高

使途使途使途使途
特定特定特定特定

義務義務義務義務
費費費費

給与給与給与給与
収入収入収入収入

借金借金借金借金

月額

１回あたり
(年２回)

月当たり

月当たり

月額

月額

月額

月当たり

月額

「来年以降のボーナスで補てん
するから借りといて」と社長。
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444
441

445

226

457
555

118

241
292 225

203
186

399

6,446 6,471 6,386
6,201

6,014
5,859

5,958 5,961 5,901 5,925
6,055

6,807
6,988

1,664 1,695 1,714
1,626

1,754 1,672 1,729
1,928

1,782 1,697
1,799 1,723 1,795

6,082

1,707

385

469

596

785

605
556

597
619

657

830 846

660 642

699

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

0

200

400

600

800

1,000

1,200

５　一般会計の歳入・歳出の推移

○　予算規模は､平成24年度から沖縄振興一括交付金の創設等により大幅増となっています。

○　所得税から住民税への税源移譲などに伴い、19年度に自主財源の割合は32.3%となりま
　したが、近年は景気低迷などの影響もあり、30%に満たない状況です。

○　原則として､県債の発行は建設事業の財源とする場合に限られますが（　　　）､地方交付
　税の不足を埋めるため､平成13年度から臨時財政対策債（　　　）を発行しています｡平成
　25年度は445億円で、引き続き高水準となっています。

○　これまではどうだったの？（当初予算額の推移）

（億円）

(25.8%)

（年度）

（億円）

平成

県税など自主財源の額
（ ）は、歳入・歳出に占める割合

臨時財政臨時財政臨時財政臨時財政
対策債対策債対策債対策債

歳出・歳入総額

(32.3%)

(25.7%)
前年比

＋0.4ポイント

県債
借入額
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６　これまでの行財政改革の取組

時
代
の
変
化
に
応
じ
た

行
財
政
改
革
の
着
実
な
実
施

沖縄県行財政改革沖縄県行財政改革沖縄県行財政改革沖縄県行財政改革プランプランプランプラン（（（（前前前前プランプランプランプラン））））のののの実績実績実績実績

○事務事業の見直し　→　４４事業の廃止、2９９事業の休止・縮小・統合など

○公の施設の管理のあり方見直し　→　32施設に指定管理者制度を導入

○出先機関の見直し　→　７機関の廃止、宮古・八重山支庁の再編など

○定員管理の適正化　→　1,155人の純減

○県単補助金の見直し　→　７７件の廃止や２３０件の縮小を行う

○公社等外郭団体の統廃合・整理縮小等　→　3法人の廃止、3法人の事務局統合など

○県税収入の確保　→　個人県民税の徴収対策、コンビニ収納の導入など

前前前前プランプランプランプランのののの実績実績実績実績：　：　：　：　当初当初当初当初のののの目標額約目標額約目標額約目標額約３１８３１８３１８３１８億円億円億円億円をををを上回上回上回上回るるるる約約約約４５２４５２４５２４５２億円億円億円億円

しかしながらしかしながらしかしながらしかしながら
今後今後今後今後もももも厳厳厳厳しいしいしいしい財政状況財政状況財政状況財政状況
がががが続続続続くくくく見込見込見込見込みみみみ・・・・・・・・・・・・・・・・

持続的持続的持続的持続的にににに多様多様多様多様なななな県民県民県民県民ニーズニーズニーズニーズやややや
行政課題行政課題行政課題行政課題にににに効果的効果的効果的効果的・・・・効率的効率的効率的効率的にににに
対応対応対応対応するためにするためにするためにするために・・・・・・・・・・・・・・・・

（Ｐ７）
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７　新沖縄県行財政改革プラン

　　　　分権型社会分権型社会分権型社会分権型社会のののの進展進展進展進展やややや本県本県本県本県のののの厳厳厳厳しいしいしいしい財政状況財政状況財政状況財政状況及及及及びびびび新新新新たなたなたなたな沖縄振興計画沖縄振興計画沖縄振興計画沖縄振興計画ののののスタートスタートスタートスタート等等等等、、、、本県本県本県本県にとっにとっにとっにとっ
てててて大大大大きなきなきなきな変革期変革期変革期変革期であってもであってもであってもであっても、、、、県民県民県民県民にににに対対対対するするするする行政行政行政行政サービスサービスサービスサービスのののの維持維持維持維持・・・・向上向上向上向上にににに努努努努めていくことがめていくことがめていくことがめていくことが行政行政行政行政にににに課課課課
せられたせられたせられたせられた責務責務責務責務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。。。。

県民県民県民県民とともにとともにとともにとともに将来将来将来将来へのへのへのへの責任責任責任責任をををを果果果果たすたすたすたす行政体制行政体制行政体制行政体制のののの整備整備整備整備とととと財政基盤財政基盤財政基盤財政基盤のののの確立確立確立確立

基本理念基本理念基本理念基本理念

簡素で効率的な
行政運営システムの構築

持続力ある
財政基盤の確立

☆県民視点による行政運

  営の充実

☆効率的な行政体制の構

  築

☆職員の意識改革及び人

  材の育成
☆給与等の適正化
☆電子自治体の推進

☆歳入の確保
☆歳出の見直し
☆公会計改革
☆県債発行の抑制及び適

  正な基金残高の確保

☆公営企業の経営健全

  化及び一般会計繰入金

  の適正化

　役割分担の明確化と協働・連携

　効率的かつ効果的な行政資源の最適配分
視視視視
　　　　
点点点点

基本方針基本方針基本方針基本方針①①①① 基本方針基本方針基本方針基本方針③③③③

☆県と市町村の適切な役

  割分担

☆多様な主体との協働・

  連携及び民間活用の推

  進

☆公社等外郭団体の見

  直し

　県民と一体となった行財政運営

実施期間：　平成22年度から平成25年度
（前期：H22～23年　後期：H24～25年）

具具具具　　　　体体体体　　　　的的的的　　　　なななな　　　　方方方方　　　　策策策策

地方分権型社会に
向けた協働体制の構築

基本方針基本方針基本方針基本方針②②②②

※平成22年3月策定

【【【【歳入関係歳入関係歳入関係歳入関係】】】】：：：：約約約約３７３７３７３７億円億円億円億円
・・・・県税収入県税収入県税収入県税収入のののの確保確保確保確保／／／／・・・・使用料及使用料及使用料及使用料及びびびび手数手数手数手数
料料料料のののの見直見直見直見直しししし／／／／・・・・未利用財産未利用財産未利用財産未利用財産のののの売却促進売却促進売却促進売却促進
等等等等

【【【【歳歳歳歳出出出出関係関係関係関係】】】】：：：：約約約約１１８１１８１１８１１８億円億円億円億円
・・・・事務事業事務事業事務事業事務事業のののの見直見直見直見直しししし／／／／・・・・定員管理定員管理定員管理定員管理のののの
適正化適正化適正化適正化／／／／・・・・県単補助金県単補助金県単補助金県単補助金のののの見直見直見直見直しししし　　　　等等等等

見込見込見込見込まれるまれるまれるまれる主主主主なななな財政効果財政効果財政効果財政効果　　　　→→→→　　　　目標額目標額目標額目標額：：：：約約約約１５５１５５１５５１５５億円億円億円億円

- 7 -



89,08189,08189,08189,081

189,856189,856189,856189,856

333,403333,403333,403333,403
202,352202,352202,352202,352

202,352

229,124

172,686

229,124

171,762

15,256

25,424

32,199

164,999164,999164,999164,999

246,395246,395246,395246,395

89,08189,08189,08189,081

26,96626,96626,96626,966

10,89910,89910,89910,899

101,594101,594101,594101,594

90,43090,43090,43090,430

107,589107,589107,589107,589

25,40825,40825,40825,408 65,40265,40265,40265,402

69,89069,89069,89069,890

72,85072,85072,85072,850

44,46244,46244,46244,462

11,791

12,356

171,242
66,36166,36166,36166,361

116,401116,401116,401116,401

7,802

69,886

17,952

67,708
42,021

698,825698,825698,825698,825 698,825698,825698,825698,825 698,825698,825698,825698,825 698,825698,825698,825698,825

402,256402,256402,256402,256 402,256402,256402,256402,256

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

（付録）平成２5年度予算規模・一般財源・主要３基金残高

百万円

県税県税県税県税

そのそのそのその他他他他
自主財源自主財源自主財源自主財源

地方
交付税

地方地方地方地方
交付税交付税交付税交付税

自主・依存別

歳出

国庫
支出金

AAAA経費経費経費経費

県債

県税県税県税県税

自
主
財
源

県債県債県債県債((((臨財債臨財債臨財債臨財債))))

そのそのそのその他他他他
一般財源一般財源一般財源一般財源

国庫
支出金

県債
(通常債)

一
般
財
源

人件費人件費人件費人件費

扶助費扶助費扶助費扶助費

公債費公債費公債費公債費

投資的
経費

補助費等

義
務
的
経
費

人件費人件費人件費人件費

その他歳出

補助費等

公債費公債費公債費公債費

扶助費扶助費扶助費扶助費

Ａ
＋
Ｂ
経
費

（
義
務
的
経
費
・
事
業

）

投資的
経費

その他
特定財源

その他
依存
財源

その他
歳出

ＢＢＢＢ経費経費経費経費

県有施設整備基金

ＥＥＥＥ経費経費経費経費

ＤＤＤＤ経費経費経費経費

ＣＣＣＣ経費経費経費経費
34,67434,67434,67434,674

((((8888....6666%%%%））））

一般財源の使いみち

減債基金

財政調整基金

【参考】予算編成経費区分
　本県では、次の経費区分毎に要求基準を設定し、予算を編成しています。

　Ａ経費 ： 義務的経費
　Ｂ  〃  ： 義務的事業
　Ｃ  〃  ： 政策的事業
　Ｄ  〃  ： 沖縄振興特別推進交付金及び沖縄振興公共投資交付金事業
　Ｅ  〃  ： 経常的管理運営事業、一般的行政事業及び相当期間にわたり
　　　　　　事業費が固定される等標準的事業

主要主要主要主要３３３３基金基金基金基金
（（（（25252525年度末見込年度末見込年度末見込年度末見込みみみみ））））

89898989....7777％％％％

42424242....1111％％％％

57575757....6666％％％％

25252525....7777％％％％

・人件費
・扶助費
・公債費
・一括計上
・各省計上
　などの
　義務経費

・国保、介護
　などの
　義務事業

歳入

一財・特財別

性質別 編成区分別

性質別

そのそのそのその他他他他
一般財源一般財源一般財源一般財源

公債費公債費公債費公債費

((((86868686....5555％％％％))))

5,2185,2185,2185,218

45,27145,27145,27145,271

13,08913,08913,08913,089

編成区分別

ＡＡＡＡ経費経費経費経費
((((47474747....7777％％％％))))

ＣＣＣＣ経費経費経費経費
((((10101010....0000％％％％))))

ＢＢＢＢ経費経費経費経費
((((15151515....4444％％％％))))

ＤＤＤＤ経費経費経費経費
((((24242424....7777％％％％))))

ＥＥＥＥ経費経費経費経費
((((2222....2222％％％％))))



○ 自主財源：県が自主的に徴収することができる財源のことで、
　　　　　　 県税、使用料及び手数料などがこれに当たります。

○ 依存財源：国から定められた額を交付されたり、割り当てられ
　　　　　　 たりした財源のことで、地方交付税、国庫支出金、
　　　　　　 県債などがこれに当たります。

○ 一般財源 : 使いみちが特定されず、どのような経費にも使用で
　　　　　　きる財源のことで、県税、地方譲与税、地方交付税
　　　　　　などがこれに当たります。

○ 特定財源 : 使いみちが特定された財源のことで、国庫支出金、
　　　　　　県債、使用料及び手数料などがこれに当たります。

○ 地方交付税：すべての地方公共団体が、一定水準の行政サービ
                      スを提供できるよう、所得税、法人税、酒税、消
                      費税及びたばこ税の一定割合の額を､国が地方公共
                      団体に対して交付する税のことです。

○ 国庫支出金：地方公共団体が提供する特定の行政サービスに対
　　　　　　　し、国から、負担金、補助金、交付金などの名称で
　　　　　　　交付される財源をいいます。

○ 沖縄振興一括交付金：沖縄振興に資する沖縄の特殊性に基因す
　　　　　　　　　　　る事業等の自主的かつ効果的な実施を図
　　　　　　　　　　　ることを目的として創設された交付金で
　　　　　　　　　　　す。
　　　　　　　　　※　正式な名称は、沖縄振興交付金といい、経常経費を対

　　　　　　　　　　　　　象とした「沖縄振興特別推進交付金」と、公共投資に係

　　　　　　　　　　　　　る「沖縄振興公共投資交付金」に区分されます。

○ 県債：一会計年度を超えて借り入れる長期借入金のことです。
　　　　 なお、その返済金のことを公債費といいます。

○ 地方譲与税 : 国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対し
     　　　　　て譲与する税のことで、課税の便宜その他の事情
　　　　　　  から、徴収の事務を国が代行しています。

主な財政用語の解説

（沖縄振興交付金）
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○ 沖縄県の財政に関するお問い合わせやご意見は
　 沖縄県総務部財政課まで

　 TEL：098-866-2095
　 E-mail：aa006009@pref.okinawa.lg.jp
　 http://www.pref.okinawa.jp/site/somu/zaisei/index.html

○ 沖縄県の行財政改革に関するお問い合わせやご意見は
　 沖縄県総務部行政管理課まで

　 TEL：098-866-2155
　 E-mail：aa003010@pref.okinawa.lg.jp
    http://www.pref.okinawa.jp/site/somu/gyokaku/index.html


